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我が国の文化芸術コンテンツ・スポーツ産業の海外展開促進事業
JLOX＋（Japan content LOcalization and business transformation(X)＋）補助金JLOX＋

第１期（H25年度～）
旧J-LOP開始

第２期（H30年度～）
資金調達手法に着眼

第３期（R1年度～）
デジタル技術によるコンテンツ産業の産業構造の強
靱化・重層化⇒海外市場を獲得する日本発のコン
テンツを生み出す土壌を耕す

第４期（R４年度～）
ウィズコロナに対応した新たな事業環境を見据え、コンテン
ツ産業のにおける基盤強化を図るメニュー構成に再編成⇒
コンテンツ産業の国際競争力強化や生産性向上・賃金上
昇を実現すると共に、インバウンド需要を喚起する

 コンテンツが主体となり、海外展開を行
う際のローカライズやプロモーションを行
う事業者に対して当該経費を支援。

 日本発コンテンツの海外展開を促進し、
「日本ブームの創出」を通じた関連産
業の海外展開の拡大や訪日外国人
等の促進につなげる。

 デジタル・ボーダレスな世界でのコン
テンツ産業における新たなマネタイ
ズ・収益化手法の構築を促進すべ
く 、 次 世 代 デ ジ タ ル 環 境
（Web3.0、仮想空間、AI等の
技術）を活用した新たな取組等と
いった、前向きな取組を支援。

我が国のコンテンツ産業の海外展開を促進するべく、次世代ビジネス環境に対応したコンテンツの創出や海外展開の事例創出、環境整備等の支援を行う
ことを目的とします。

 国内の映像産業の振興を図る観点から、海外制作会社に
よる国内での映像制作を促すための支援を実施。

 特に、VFX・3DCG加工等のポストプロダクションの国内振興
に向けて、海外製作者へのインセンティブ付与においてもこの
点を意識し、デジタルコンテンツ制作に係る産業集積を創出。

令和５年度補正予算
62.0億円

 ピッチ映像制作等の支援を通じ、①コンテンツ製作への外部
資金流入の確立、②企画・開発から対外発信まで行える
人材の育成・輩出を促進。

 映像制作のサプライチェーンに応じた、段階的な支援策を実
施。具体には、グローバル市場に展開できる高品質な映像
作品に対する制作費の支援等を行い、競争力の抜本的強
化を図る。

デジタル化支援

第５期（R６年度～）
ポストコロナにおいてインバウンド需要の拡大が見込ま
れる中、海外市場へのさらなる進出を促すべく、世界
の競争環境の変化に対応する業界の環境整備ととも
に、企業等の更なる海外展開の事例を創出

国内映像制作・ロケ誘致支援 海外展開支援

（１）コンテンツ産業のデジタル化支援

（２）コンテンツの製作・流通工程の
高度化支援

工程①

工程②

工程③

製作・流通
工程を

効率化する
システム

（１）国内映像制作支援

（２）ロケ誘致支援

（１）ローカライズ・プロモーション支援

 コンテンツ産業が持続的に発展う
するエコシステムを構築するため、コ
ンテンツ製作・流通工程の効率化
に資するシステムの開発・実証及
び業界内への普及を促進する。
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事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的
投資先としての我が国の魅力が高まりつつある中、海外から日本へ
の対内直接投資を加速させ、海外の高度な人材・技術・豊富な
資金の取り込み、イノベーション創出や地域活性化等に貢献する。
また、中小企業等による海外市場開拓・輸出の拡大等を支援す
ることを目的とする。

成果目標

• 外国企業等が有する日本への新規投資プロジェクトや在日外
資系企業等が有する日本国内での事業拡大プロジェクトを目
標最終年度に累計370件成功させることを目指す。

• イノベーション創出、国内外のイノベーション・エコシステムの結合、
国内外の社会・地域課題解決等に資する国内外での協業・
連携案件を目標最終年度に累計70件組成することを目指す。

• 越境EC等の活用支援、専門家のハンズオン支援を受けた事
業者の海外展開成功件数を目標最終年度に1,925件とする
ことを目指す。

• 事業参加者に対し、JETROが提供した情報について、役立ち
度アンケート調査を実施し、4段階評価で上位2つの評価を得
る割合について、8割以上を達成する。

事業概要
事業目的達成のため、以下の取組を行う。
（１）投資を呼び込む際の課題の人材確保などビジネス環境改
善と一体的に海外企業誘致を推進する地域を支援する。
（２）海外企業と日本企業の協業連携を更に促進するため、
ピッチイベントの開催や人材育成支援等を行う。
（３）海外企業の対日投資意欲を喚起し、投資案件の具体化
を加速させるため、対外プロモーション、展示会・見本市への出展、
経営者層等の招へい、事業実施可能性調査等を実施する。
（４）新規輸出1万者支援プログラム等で海外展開に着手した
事業者の海外市場開拓・輸出の拡大等のため、新輸出大国コン
ソーシアム、越境EC事業等を通じて支援を行うとともに、支援の円
滑化のために企業情報のデータベースを整備する。
（５）EPA活用促進のための情報提供や調査等を強化するとと
もに、協定発効後のトラブル対応を含む相談窓口対応等を行う。
また、各国閣僚等要人の往来を契機としたセミナー等を行う。
（６）コンテンツ専門人材を配置し、コンテンツ産業の海外展開
支援や現地マーケット等へのコアネットワーク構築を推進する。

対内直接投資促進及び中堅・中小企業海外展開支援事業
令和5年度補正予算額 53億円

（１～３）貿易経済協力局投資促進課
（４）貿易経済協力局貿易振興課

通商政策局総務課
（５）通商政策局経済連携課

通商政策局総務課
（６）商務情報政策局コンテンツ産業課

(独)日本貿易振興機構(1～６)
交付

国

民間事業者等(3)
補助

(定額) (独)日本貿易
振興機構

補助
(1/3、1/2)

事業の内容
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事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的
ゲーム、映像、アート等を制作するデジタルツールの発展と、SNS・
配信プラットフォーム等の進展により、個人が１からコンテンツ等を
制作・発信できる環境が整ってきている。先端的デジタル技術等
を活用し、高品質なデジタルコンテンツを創出することが、将来の
産業競争力を左右する状況であるところ、国内における先端的デ
ジタル技術等を活用した制作・発信ができるクリエイターを育成す
べく、ゲーム、映像、アート等の分野におけるデジタル等クリエイター
の支援を実施する。

成果目標

デジタル等クリエイター人材を育成することにより、国内における先
端的デジタル技術等を活用したコンテンツ等の制作・発信を後押
しし、日本のコンテンツ産業市場規模の拡大を目指す。

事業概要
未来を担う次世代デジタル等クリエイターを公募し、採択された者
に対して、以下の支援等を実施する。
 （１）制作支援の実施
先端的デジタル技術等を活用したコンテンツ等を制作するための、
技術面等の必要なアドバイスを実施。 
 （２）活動費支援
作品制作にあたって、開発費や制作費等の支援を実施。 
 （３）発表の場の支援
制作された作品の発表の場を整備。

補助
（定額）

民間企業等 民間企業等国
補助

（定額）

デジタル等クリエイター人材創出事業
令和5年度補正予算額 3.0億円

商務情報政策局
コンテンツ産業課

商務サービスグループ
クールジャパン政策課
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クールジャパン機構
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海外需要開拓支援機構の概要

株式会社
海外需要開拓支援機構

 リスクマネー供給

 経営支援や
ビジネスマッチング等も
一体的に実施

※2034年3月31日までに、保有するすべ
ての株式等の処分を行うよう努めなければ
ならない（機構法第26条第2項）。

民間企業等  

出資金
１,343億円  投資決定実績

63件※：1,428億円
※事業者数:54社

 EXIT案件
20件※

※事業者数:19社

 分野別投資状況
メディア・コンテンツ

ライフスタイル

食

インバウンド

分野横断

投資決定案件 等

民間出資
107億円：24社
※TOPPAN、高島屋、

フジ・メディア等

政府出資
（財投特会）
1,236億円

協調
出資

民間企業からの協調投融資額
約2,960億円

※設立時(2013年)
 民間出資：  85億円
 政府出資：300億円

⇒以降追加出資。

 株式会社海外需要開拓支援機構は、日本の生活文化の魅力を活かし、海外需要の開拓を行う
事業活動を支援することで、我が国経済の持続的な成長に資することを目的として設立。

 政府出資と民間出資を原資として、官民ファンドとして民業補完に徹しながら、民間だけでは十分に
資金が供給されない分野への投資を実行。

※2024年6月17日時点 8

16件：約506億円
（35％）

18件：約490億円
（34％）

17件：約199億円
（14％）

10件：約212億円
（15％）

2件：約21億円（1％）



2.0

6,248

呼び水効果

政策目的（波及効果）

政策性や収益性の達成状況の評価（KPI）
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KPI1-1 エコシステムKPI1-2

KPI1-3 累積損益KPI2

達成

他の企業の海外需要獲得等への貢献

社
2024年3月末

4,537社

2024年3月末
（マイルストーン）

※投資先のサービスを活用した企業数

※2034年3月目標：8,037社

89

民間企業との連携

社
2024年3月末

30社

2024年3月末
（マイルストーン）

※機構が投資先のﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟとしてビジネスマッチングを行った企業数

※2034年3月目標：65社

機構の出資による民間資金の誘発

倍
2024年3月末

1.4倍

2024年3月末
（マイルストーン）

※機構の出資を呼び水に、民間から出融資された資金倍率

※2034年3月目標：1.3倍

達成

達成

▲407億円

機構の累積損益

2024年3月末

▲398
2024年3月末

※機構策定の投資計画と実績値の比較

※2034年3月目標：10億円

億円

 政策性や収益性の達成状況を評価できるよう、KPIを設定。
※官民ファンドの活用促進に関する関係閣僚会議幹事会（議長：内閣官房副長官）において進捗を定期的に報告。

例えば、中国で酒類の卸売・EC販売を展開する事業者に
投資し、国内の日本酒等の事業者をマッチング。小規模事
業者である酒蔵の海外需要獲得に貢献。

例えば、米国大手の動画配信プラットフォームに出資し、
日本企業や自治体等のオリジナル動画コンテンツを全世
界に配信し、日本の魅力を外国人目線で発信。

達成
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海外需要開拓支援機構のFY2023決算について

 2023年度末（2024年3月末）の累積損益は▲398億円。
⇒2022年11月に策定した投資計画に基づく、2023年度の累積損益計画額（▲407億円）に

 対して約９億円上回る水準で推移。
 引き続き、2022年度から実行している経営改善の取組を推進。
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